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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期

第３四半期
連結累計期間

第90期
第３四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (千円) 4,624,829 3,332,907 5,549,149

経常利益又は経常損失(△) (千円) 228,154 △125,174 119,919

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 219,146 △179,906 137,606

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 253,003 △186,612 206,323

純資産額 (千円) 1,854,603 1,621,099 1,807,895

総資産額 (千円) 9,438,759 7,400,138 9,066,186

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 6.61 △5.23 4.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.6 21.7 19.9
 

 

回次　
第89期

第３四半期
連結会計期間

第90期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △3.59 △5.37
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益又は四半期純損失(△)」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)」としております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、当社の連結子会社であるハマイエンジニアリング株式会社は、従来、主に当社への人材派遣と当社製品のメ

ンテナンスサービス等の請負業務を行っておりましたが、平成27年４月１日をもって、その業務を当社に移管してお

ります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

当社グループは、第２四半期連結累計期間において、64,378千円の営業利益を計上いたしましたが、当第３四半期

連結累計期間につきましては、売上高の減少から76,575千円の営業損失となりました。

販売対象の業種が、ＩＴ、電子電機関連業種を主としていることから、需要の波が大きく、期間損益に大きな影響

を与えております。

したがって、安定的に営業利益を計上しうる業績基盤の構築は途上にあり、未だ継続企業の前提に関する重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しているものと認識しております。

当該状況を解消するために、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおり、

種々の対応策を継続して実施中であります。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
１　提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策に一定の効果は見られたものの、個人消

費・設備投資ともに弱含みで推移し、海外においては、中国経済の減速から輸出が伸び悩みました。

また、直近の米国の金融政策につき、今後の利上げの進捗状況や、欧州各国への難民流入、中国を始めとする新

興国経済の更なる減速懸念等、景気の先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

このような経営環境の下、当社グループは、引き続き受注の獲得、新規販売先の開拓に向けた営業力の強化や不

断のコスト削減に加え、原価低減ならびに販売価格の見直し等、事業全般にわたる効率化をはかることにより、収

益性の向上に取り組んでまいりました。

しかしながら、特に中国市場の株安、元安に象徴される海外需要の落ち込みが激しく、当第３四半期連結会計期

間に限っては、売上高が伸び悩み、この結果、当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、売上高は3,332

百万円(前年同四半期比27.9％減)、営業損失は76百万円(前年同四半期は営業利益267百万円)、経常損失は125百万

円(前年同四半期は経常利益228百万円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は179百万円(前年同四半期は親会社

株主に帰属する四半期純利益219百万円)となりました。

なお、セグメント別では、当社グループは、１工場で工作機械の製造を行い、販売するという単一事業を展開し

ております。

そこで、セグメント別の「工作機械事業」としては、上記のとおりですが、以下「機種別」に市場動向、販売状

況等を補足させていただきます。

①　ラップ盤

デジタル家電向の設備投資は、海外の新規ＬＴ基板加工用設備、及び国内の半導体部品加工用設備に需要は

あったものの、国内外のＬＥＤ、スマートフォン用サファイア基板加工の新規設備投資については、顧客が今後

の需要動向を慎重に見極めている状況が続いており、売上高は1,167百万円(前年同四半期比56.2％減)となりま

した。
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②　ホブ盤、フライス盤

ホブ盤は、ロボット関連等の減速機向や、東アジア圏の新規顧客からの受注が好調であり、また、フライス盤

につきましても、金属材料加工用設備向が堅調に推移したため、売上高は1,417百万円(前年同四半期比44.4％

増)となりました。

③　部品、歯車

ＨＤＤ・サファイア・半導体関連の顧客への既納生産設備向消耗部品の販売、及び既納設備のオーバーホー

ル、修理等における需要が抑制された影響により、売上高は747百万円(前年同四半期比23.3％減)となりまし

た。

 
(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は4,206百万円で、前連結会計年度末に比べ1,692百万円

減少しております。受取手形及び売掛金の売上債権の減少1,305百万円、たな卸資産の減少150百万円が主な要因

であります。

(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は3,193百万円で、前連結会計年度末に比べ26百万円増

加しております。有形固定資産の増加24百万円が主な要因であります。

(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は4,696百万円で、前連結会計年度末に比べ1,722百万円

減少しております。１年内返済予定の長期借入金の減少525百万円、短期借入金の減少500百万円、支払手形及び

買掛金の仕入債務の減少236百万円が主な要因であります。

(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は1,082百万円で、前連結会計年度末に比べ243百万円増

加しております。長期借入金の増加206百万円が主な要因であります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は1,621百万円で、前連結会計年度末に比べ186百万円減少

しております。親会社株主に帰属する四半期純損失による利益剰余金の減少179百万円が主な要因であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家のみなさまによる自由な取引が認められ

ており、当社の株式に対する大規模な買付等がなされた場合においても、一概に否定するものではなく、最終的

には株主のみなさまの自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、このような大規模な買付行為や買付提案の中には、明らかに濫用目的によるものや、株主のみ

なさまに株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、対象会社の取締役会や株主のみなさまが買付の条件等について検討し、あ

るいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも

少なくありません。

このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に

理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えて

おります。

したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに

類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

EDINET提出書類

浜井産業株式会社(E01492)

四半期報告書

 4/23



 

②　基本方針の実現に資する取り組みの概要

1)　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

(ⅰ)　企業価値・株主共同の利益の向上に向けた取り組み

当社は、創業来の歯車製造機械づくりで築いてきた精密加工技術を活かし、高精度の加工機械を電子・電

機関連業界を中心としたお客様へ、ニーズに即応して提供していくことを基本方針としております。

具体的には、ⅰ)ゆるぎない品質の精密機械で産業の発展に貢献する。ⅱ)すべての事業活動において、環

境保全に積極的に取り組む。ⅲ)法令の遵守を徹底するとともに、ステークホルダーのより高い満足を得て

いく。の３点を掲げ、中長期的な発展・成長を実現するとともに、社会環境や安全性に十分配慮し、より一

層の企業価値向上を目指してまいりたいと考えております。

(ⅱ)　コーポレート・ガバナンス強化による企業価値・株主共同の利益の向上に向けた取り組み

当社は、経営の透明性・健全性の確保の観点から、コーポレート・ガバナンスは、経営上の重要課題のひ

とつと認識しております。

経営環境や市場の変化、顧客のニーズにすばやく対応するため、迅速かつ適正な意思決定をはかると同時

に、社外取締役、社外監査役を導入する等常に取締役会及び監査役会の透明性及び機能自体の向上に努めて

おります。

2)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取り

組みの概要

当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止する取り組みとしての「当社株式の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)」(以

下、「本プラン」といいます。)について、平成26年６月27日開催の第88回定時株主総会(以下、「本株主総

会」といいます。)において、株主のみなさまのご承認を得て継続しております。

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とするこ

とを目的とするまたは、そのような目的であると合理的に疑われる当社株券等の買付行為、もしくは結果とし

て特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、係る買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。

本プランにおける大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関しては、次のとおり一定のルール

(以下、「大規模買付ルール」といいます。)を設けており、大規模買付ルールによって、(ⅰ)事前に大規模買

付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、(ⅱ)必要情報の提供完了後、対価を現金のみとす

る公開買付による当社全株式の買付の場合は最長60日間またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を

当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間、また、株主検討期間

を設ける場合には取締役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというもので

す。

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行

為に対する対抗措置は講じません。

ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に

回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合に

は、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款が認める検討可能な対

抗措置をとることがあります。

このように対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発

動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役または社外有識者から選任された委員

で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非に

ついて、取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。

当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし

ます。

なお、本プランの有効期限は平成29年６月に開催される当社第91回定時株主総会終結の時までとします。

継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.hamai.com)に

掲載しております。
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3)　具体的取り組みに対する当社取締役の判断及びその理由

本プランは、大規模買付行為が行われる際に、株主のみなさまが判断し、あるいは取締役会が代替案を提案

するために必要十分な情報や時間を確保する等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し向上させる

ための取り組みであり、基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(ⅰ)買収防衛策に関する指針において定める三原則を充足していること及び経済産業省

に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛

策の在り方」の内容も踏まえたものとなっていること、(ⅱ)当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上の目的をもって導入されていること、(ⅲ)株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するも

のであること、(ⅳ)独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を重視するものであること、

(ⅴ)デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策でないこと等の理由から、基本方針に沿い、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものでなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと考えております。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、中国を始めとする新興国の海外需要につき、経済の減速懸念から、先行き

不透明な状況が続いております。

そのような経営環境の下、当社グループは、ラップ盤につきましては、従来の電子電機関連業種に対して、Ｓｉ

ＣやＬＴ材等の新素材加工用ラップ盤、自動車関連の金属加工用ファイングラインディングマシンに販売の重点を

置き、歯車加工用ホブ盤につきましても、従来の電動工具、釣具関連に加え、自動車及び自動二輪車の歯車加工用

としての販売に注力しております。

特に、ラップ盤につきましては、加工対象がガラス、水晶、シリコンウエーハ等から自動車金属部品、ＳｉＣ、

ＬＴ材等の新素材加工用に用途が広がったことで、新規顧客からの引き合いも多くなり、そのニーズに積極的に対

応しております。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資本の財源につきましては、原則、利益の積み上げにより、利益剰余金を積み立て、自己資本を

充実させてまいりました。

新たな資金ニーズに対しても、前連結会計年度に第三者割当増資326百万円により、機動的に対応し、自己資本

の充実をはかっております。

資金の流動性につきましても、平成27年９月に、取引金融機関と総額30億円のシンジケート・ローンを継続する

等、十分な資金枠の設定をいただいており、手元流動性等は問題なき水準にあるといえます。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、以下の４つの課題への取り組みを一段と加速して、安定した収益基盤を構築し、さらに強化し

ていくよう努めてまいります。

その４つの課題とは、①海外市場での受注拡大を目指し、販売・サービス体制を充実させる。②お客様のニーズ

に合わせた製品の提供力をより強化するため、製品ラインアップの拡充を推進する。③戦略分野であります技術部

門、海外営業部門への人材の投入とノウハウ・技術の伝承を含む人材育成を推進する。④環境ＩＳＯの活動強化及

びＣＳＲ活動をより推進する等であります。

①では、継続中であります国内営業部員の海外市場への振り向けを推進すると同時に、新規採用した海外営業部

員の早期戦力化をはかってまいります。

また、海外の新規販売代理店網につきましても、東南アジア地区を中心にサービス体制の拡充とともに一層注力

してまいります。

さらに、前連結会計年度に組成した「機種別拡販チーム」の活動も、よりグローバルに展開してまいります。
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②では、富士機械製造株式会社と共同開発中の新型モジュール型ホブ盤の最終調整を完了させ、拡販をはかって

まいります。

また、自動車部品加工向の金属加工用ファイングラインディングマシンの販売展開につきましても、自動車部品

メーカーを中心に国内外で積極的な販売展開をはかってまいります。

さらに、同時にお客様の自動化ニーズにつきましても積極的に対応してまいります。

③では、技術部門、海外営業部門の強化拡充を一層推進してまいります。

④では、環境ＩＳＯの活動を通じて、環境に常に配慮した企業活動を実行するとともに、ＣＳＲ活動を通じて、

各ステークホルダーにご満足をいただける企業を目指し、活動を進めてまいります。

以上の課題への取り組みを強力に推進し、安定した収益基盤を早期に構築、業績をより進展させ、企業価値の一

層の向上をはかってまいります。

 
２　事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社グループは、第２四半期連結累計期間において、64,378千円の営業利益を計上いたしましたが、当第３四半

期連結累計期間につきましては、売上高の減少から76,575千円の営業損失となりました。

販売対象の業種が、ＩＴ、電子電機関連業種を主としていることから、需要の波が大きく、期間損益に大きな影

響を与えております。

したがって、安定的に営業利益を計上しうる業績基盤の構築は途上にあり、未だ継続企業の前提に関する重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しているものと認識しております。

そこで、安定的に利益を計上しうる盤石な営業基盤及び収益基盤の構築に向け、以下の対応策を従来以上に加速

して実施してまいります。

(1) 収益性向上のための受注高及び売上高の確保

①　海外市場への営業部員の積極投入、販売代理店との連携強化及び国内外の需要の掘り起こし

国内営業部員の海外市場への投入につきましては、着実に成果に結びついており、一層推進してまいります。

また、新規海外営業部員の採用も行い、早期戦力化をはかっております。

新規代理店網の構築も東アジア地区から東南アジア地区へその重点を移し、鋭意展開中であります。

さらに、前連結会計年度に組成した「機種別拡販チーム」もラップ盤、フライス盤の製品において、受注実績

を上げつつあります。

②　新製品の投入による製品ラインアップの強化

新製品として富士機械製造株式会社と共同開発中の新型モジュール型ホブ盤につきましては、当連結会計年度

中に最終調整を完了させる予定で準備を進めております。

また、自動車部品加工向の金属加工用ファイングラインディングマシンにつきましても、顧客の自動化ニーズ

に対応した機種を開発し、販売を強化中であります。

さらに、ＬＴ基板加工用ラップ盤につきましても、積極的に販売展開中であります。

③　テクニカルサービス体制の一層の充実・強化

既に構築済の東アジア地区の販売代理店網に加え、東南アジア地区につきましても新規販売代理店網を開拓中

であります。

同代理店網においては、修理・メンテナンス等のテクニカルサービスの充実も同時に狙い、開拓を進めており

ます。
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(2) 財務体質の改善策の着実な実行の継続

①　総経費の削減

従来から実施中の営業経費である各種展示会の出展費用につきましても、「費用対効果」を検証し、効果のあ

るものに、その出展を絞り込んでおります。

また、販売手数料につきましても、案件ごとにチェックし、削減をはかっております。

さらに、従来から取組中の出張旅費や、工場の製造経費のうち、電力料等の経費削減につきましては、不要不

急なものの削減を徹底しております。

②　製品の適正価格の確保のための売価の見直し、製造原価低減のための購入部材の価格の見直し等については、

案件一件ごと、或いは部材一点ごとに常時継続して行っております。

③　モニタリング体制の励行

毎月実施のＰＤＣＡ会議を通じ、各部門別の上記施策の進捗を定期的にチェックすると同時に、施策の見直

し、改善につきましても併せて実施しております。

 
資金面につきましては、平成27年９月に期間１年のシンジケート・ローンを総額30億円で、取引金融機関と締結

済であり、十分な運転資金枠を確保していることから、懸念はありません。

 
以上のような各施策を鋭意実行し、早期に安定した利益を継続して計上しうる体制の構築に、従来以上に加速し

て取り組んでまいります。

しかし、現状では、安定的に利益を計上しうる業績基盤の構築は途上にあり、未だ継続企業の前提に関する重要

な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 34,624,000 34,624,000
株式会社東京証券
取引所(市場第二部)

単元株式数は1,000
株であります。

計 34,624,000 34,624,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 ― 34,624,000 ― 2,213,186 ― 163,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    193,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,216,000 34,216 ―

単元未満株式 普通株式    215,000 ― ―

発行済株式総数 34,624,000 ― ―

総株主の議決権 ― 34,216 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

    平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
浜井産業株式会社

東京都品川区西五反田
五丁目５番15号

193,000 ― 193,000 0.5

計 ― 193,000 ― 193,000 0.5
 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 819,548 830,912

  受取手形及び売掛金 2,180,971 ※１  875,301

  商品及び製品 18,562 42,004

  仕掛品 2,490,634 2,258,142

  原材料及び貯蔵品 100,430 158,630

  その他 288,794 41,239

  流動資産合計 5,898,942 4,206,230

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 731,657 693,711

   土地 1,640,107 1,640,107

   その他（純額） 356,839 419,517

   有形固定資産合計 2,728,604 2,753,336

  無形固定資産   

   その他 3,816 3,121

   無形固定資産合計 3,816 3,121

  投資その他の資産   

   投資有価証券 263,502 248,772

   その他 188,240 205,585

   貸倒引当金 △16,920 △16,908

   投資その他の資産合計 434,823 437,450

  固定資産合計 3,167,244 3,193,907

 資産合計 9,066,186 7,400,138

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,471,874 ※１  1,234,986

  短期借入金 800,000 300,000

  1年内返済予定の長期借入金 3,426,818 2,901,400

  未払法人税等 25,471 ―

  製品保証引当金 17,053 33,576

  その他 678,054 226,561

  流動負債合計 6,419,271 4,696,525

 固定負債   

  長期借入金 402,348 608,640

  退職給付に係る負債 367,230 391,931

  資産除去債務 29,630 29,212

  その他 39,810 52,729

  固定負債合計 839,019 1,082,513

 負債合計 7,258,291 5,779,039
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,213,186 2,213,186

  資本剰余金 163,000 163,000

  利益剰余金 △670,437 △850,343

  自己株式 △29,028 △29,212

  株主資本合計 1,676,719 1,496,629

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 111,705 101,108

  繰延ヘッジ損益 95 ―

  為替換算調整勘定 11,881 10,645

  その他の包括利益累計額合計 123,682 111,754

 非支配株主持分 7,493 12,715

 純資産合計 1,807,895 1,621,099

負債純資産合計 9,066,186 7,400,138
 

 

EDINET提出書類

浜井産業株式会社(E01492)

四半期報告書

13/23



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 4,624,829 3,332,907

売上原価 3,687,840 2,808,907

売上総利益 936,988 523,999

販売費及び一般管理費   

 販売手数料 42,941 45,043

 荷造運搬費 111,234 66,285

 役員報酬 52,128 62,300

 従業員給料 133,153 123,104

 従業員賞与 20,041 7,206

 退職給付費用 14,608 9,938

 その他 295,782 286,696

 販売費及び一般管理費合計 669,891 600,574

営業利益又は営業損失（△） 267,097 △76,575

営業外収益   

 受取利息 168 104

 受取配当金 2,685 6,057

 為替差益 9,314 478

 不動産賃貸料 4,101 3,445

 その他 14,163 3,752

 営業外収益合計 30,433 13,837

営業外費用   

 支払利息 40,284 40,291

 支払手数料 21,472 18,916

 株式交付費 6,121 ―

 その他 1,497 3,229

 営業外費用合計 69,376 62,437

経常利益又は経常損失（△） 228,154 △125,174

特別利益   

 固定資産売却益 ― 459

 受取保険金 13,918 ―

 特別利益合計 13,918 459

特別損失   

 固定資産除却損 565 0

 特別損失合計 565 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

241,506 △124,715

法人税、住民税及び事業税 22,047 4,571

法人税等調整額 △1,257 45,088

法人税等合計 20,789 49,659

四半期純利益又は四半期純損失（△） 220,717 △174,374

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,570 5,531

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

219,146 △179,906
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 220,717 △174,374

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 28,712 △10,597

 繰延ヘッジ損益 1,990 △95

 為替換算調整勘定 1,583 △1,544

 その他の包括利益合計 32,286 △12,237

四半期包括利益 253,003 △186,612

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 251,116 △191,834

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,887 5,222
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、第２四半期連結累計期間において、64,378千円の営業利益を計上いたしましたが、当第３四半

期連結累計期間につきましては、売上高の減少から76,575千円の営業損失となりました。

販売対象の業種が、ＩＴ、電子電機関連業種を主としていることから、需要の波が大きく、期間損益に大きな影

響を与えております。

したがって、安定的に営業利益を計上しうる業績基盤の構築は途上にあり、未だ継続企業の前提に関する重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しているものと認識しております。

そこで、安定的に利益を計上しうる盤石な営業基盤及び収益基盤の構築に向け、以下の対応策を従来以上に加速

して実施してまいります。

 
１　収益性向上のための受注高及び売上高の確保

(1) 海外市場への営業部員の積極投入、販売代理店との連携強化及び国内外の需要の掘り起こし

国内営業部員の海外市場への投入につきましては、着実に成果に結びついており、一層推進してまいりま

す。

また、新規海外営業部員の採用も行い、早期戦力化をはかっております。

新規代理店網の構築も東アジア地区から東南アジア地区へその重点を移し、鋭意展開中であります。

さらに、前連結会計年度に組成した「機種別拡販チーム」もラップ盤、フライス盤の製品において、受注実

績を上げつつあります。

(2) 新製品の投入による製品ラインアップの強化

新製品として富士機械製造株式会社と共同開発中の新型モジュール型ホブ盤につきましては、当連結会計年

度中に最終調整を完了させる予定で準備を進めております。

また、自動車部品加工向の金属加工用ファイングラインディングマシンにつきましても、顧客の自動化ニー

ズに対応した機種を開発し、販売を強化中であります。

さらに、ＬＴ基板加工用ラップ盤につきましても、積極的に販売展開中であります。

(3) テクニカルサービス体制の一層の充実・強化

既に構築済の東アジア地区の販売代理店網に加え、東南アジア地区につきましても新規販売代理店網を開拓

中であります。

同代理店網においては、修理・メンテナンス等のテクニカルサービスの充実も同時に狙い、開拓を進めてお

ります。

 
２　財務体質の改善策の着実な実行の継続

(1) 総経費の削減

従来から実施中の営業経費である各種展示会の出展費用につきましても、「費用対効果」を検証し、効果の

あるものに、その出展を絞り込んでおります。

また、販売手数料につきましても、案件ごとにチェックし、削減をはかっております。

さらに、従来から取組中の出張旅費や、工場の製造経費のうち、電力料等の経費削減につきましては、不要

不急なものの削減を徹底しております。

(2) 製品の適正価格の確保のための売価の見直し、製造原価低減のための購入部材の価格の見直し等について

は、案件一件ごと、或いは部材一点ごとに常時継続して行っております。

(3) モニタリング体制の励行

毎月実施のＰＤＣＡ会議を通じ、各部門別の上記施策の進捗を定期的にチェックすると同時に、施策の見直

し、改善につきましても併せて実施しております。

 
資金面につきましては、平成27年９月に期間１年のシンジケート・ローンを総額30億円で、取引金融機関と締

結済であり、十分な運転資金枠を確保していることから、懸念はありません。
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以上のような各施策を鋭意実行し、早期に安定した利益を継続して計上しうる体制の構築に、従来以上に加速

して取り組んでまいります。

しかし、現状では、安定的に利益を計上しうる業績基盤の構築は途上にあり、未だ継続企業の前提に関する重

要な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

 
(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成

25年９月13日)等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財

務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形割引高 48,903千円 ― 
 

 

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ― 2,928千円

支払手形 ― 29,629千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

減価償却費 123,041千円 107,261千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

当社は、平成26年９月26日付で、富士機械製造株式会社及びファナック株式会社から第三者割当増資の払込み

を受けました。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が163,000千円、資本準備金が163,000千円増加し、当第

３四半期連結会計期間末において資本金が2,213,186千円、資本剰余金が163,000千円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 

３　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

４　報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

５　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 

３　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

４　報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

５　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 
(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) ６円61銭 △５円23銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

219,146 △179,906

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失(△)
(千円)

219,146 △179,906

普通株式の期中平均株式数(株) 33,137,382 34,431,008
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２　【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年２月12日

浜井産業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   野   信　　行   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   口   俊   夫   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている浜井産業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、浜井産業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

強調事項

継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、第２四半期連結累計期間においては64,378千円の営

業利益を計上したが、当第３四半期連結累計期間においては76,575千円の営業損失となった。したがって、本格的な業

績の回復には至っていないことから、未だ継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時

点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認

められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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